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1 .本稿の目的
いかに成熟した社会においても，現代社会における陰
ともいえる養護問題か，その質的変化をなしながらも常
に存在し，その陰の中で子どもたちが犠牲となってきた。
しかしながら， 一般国民の意識は中流意識に象徴される
ように，社会における光の部分に色濃く染められ，あた
かも経済的貧困問題かなくなったかのような錯覚に我々
をおとしいれている。
養護高齢児は，主としてこの陰の部分におかれている
子どもたちであり，具体的には，経済的貧困を基盤とし
た実親の養育不能 ・養育放棄等，養育に欠ける状況に置
かれた中学生 ・高校生である。彼/女らはまず中学を卒
業する段階で一つの選択を迫られる。すなわち進学か就
職かという，自分たちのその後の人生を大きく左右する
こととなる重要な選択である。 一般社会においては，高
校への進学率が90%を越え，半ば義務教育化している状
況の中で，養護高齢児の中には，進学を断念して就職す
る者も多い。
周囲の同世代の若者たちが，高校等に通学しなから，
一種のモラトリアムを謡歌している状況を横目にみなが
ら，彼/女らは低賃金就労を余儀なくされる。中卒で就
職をしたある養護施設出身者は，就職した後に次のよう
に述べている。「中卒で同じ仕事を続けることは， 自分
で考えていた巨人上に難しいことがわかりました。 .. 
施設にいた頃，多くの先輩たちが職を転々としたりして
仕事に定着しないと聞いていましたが，それは施設出身
者だからとは思いません。それよりも， 15歳の年齢では
あまりにも厳しい社会の仕組みがあるからです。家庭か
ら来た人も次々に会社を辞めていきます。ただ違うこと
は，その人の家庭環境です。何か困った時に助けてくれ
る器があるかないかです。施設出身者には援助して くれ
( 1 ) 
る器かありません。そのことを痛感させられましたJI )。
この年代において，将来の可能性を考え，苛酷な労働に
耐えていくことを自ら悟ることは，あまりに困難なこと
である。その結果，家庭から適切な援助を期待できない
彼/女らは，手っ取り早く金銭を取得できるような職場
への転退職を繰り返し不安定な生活状況に身を置くこ
とか多い。
こうした実態をかんがみ，養護高齢児を養護施設で生
活をしている，あるいは養護施設を退所した15歳以上の
児童とし，彼/女らに 「援助してくれる器」を社会的に
保障していくための，社会的援助の在り方を模索するこ
とが本稿の目的である。
I.社会福祉実践における自立援助活動の意味
近年，障害者福祉の分野を中心として，自立というこ
とが大きく論じられている。上田は ï~ 自立J は基本的
人権の重要な構成要素であり， ・・・・・ 『自立Jと
『福祉Jとは本来不可分なものであり， 自立を欠いた福
祉は， しばしは上からの恩恵として与えられる福祉，す
なわちそれ自体か支配の一手段たるものに堕してしまい
がちであろうし，逆に福祉を欠いた自立の強要は， .. 
多数の人々にと っては福祉自体の不在に堕してしまうJ2) 
と指摘している。この指摘を養護高齢児の自立にあては
めて考えてみると，養護高齢児が入所施設の中で， 自立
への準備を十分に行うことなしに，中卒て入所施設を退
所し，社会に出ていく者の状況を「強いられた自立」な
いしは 「強制された自立」と呼ぶことかあるか，まさに
上回か指摘するように， こうした状況は福祉的視点を欠
いた自立の強要といえよう。
このように社会福祉においては，自立概念は必要不可
欠なものであるか，自立を主張するあまり，時に自立を
強要し，義務化する手段として，自立概念、か使用されて
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きた状況も否めない。それは一つに，鈴木か指摘するよ
うに， 日本型福祉社会論や福祉見直し論以降，社会福祉
政策の中で，新たに 「自助・自立」理念、か強調されたこ
とに端を発し，政策サイトの「自立J概念は， i社会効
用的処遇観」に基づく， i経済効率主義」の論理に導か
れた 「職業的・経済的自立」や「身辺的自立」を重視す
るものであったことに起因しているといえよう 3)。
政府関係機関でも，近年このような自立観にやや修正
を加えつつある。すなわち， i経済的な豊かさ」のみの
追求は真の自立へと結び付かず，むしろ 「ゆとりJをキー
ワードとした生活大国の創造か必要であるという考え方
である。通産省の「ゆとり社会懇談会jOでは， iポスト
豊かさ」社会を「ゆとり」社会とし， iゆとり」を「心
身に余裕や落着きが感じられ，精神的に余裕のある心の
豊かさ」と定義し，以下のような定義式を提示している。
ゆとり =f [(経済的ゆとり +時間的ゆとり
十空間的ゆと り)x(精神的充足度)J
ここに示す精神的充足度は，新しい 「豊かさ」論，自
立論においてはかなり重要な意味をもっ。これか，新し
い「豊かさJか 「心の豊かさ」ともいわれる所以でもあ
る。「ゆとり」と 「豊かさ」とは違うという議論も一部
にはあり，その論拠は 「ゆとり」のもつ精神性にあり，
そういう点ではこの定義はかなり有効なものである。こ
のことは， QOLを3つのL (生命の充実感，生活の満
足感，人生の達成感)に関する 2つのQ (量と質〉であ
るとする村田信男の説にも共通している 5)。これら豊か
さやゆとりを，ひいては自立を，量的なもののみならず
質的なものとして，物質的・客観的なもののみならず，
情緒的・主観的なものとして捉えようとする試みの一つ
である 6)。
ところで，養護高齢児の自立援助に積極的・開拓的・
先駆的に取り組んでいる青少年福祉センタ はー， i社会
的自立が就労自立であって，健康で，働くことだけがと
にかくできればよいと考えることは，生活の(主要では
あるが)ある一部を示して 『自立Jといっていることに
なる。・・・・ ・就労面のみに目をむけることはあまり
にも一面的であることを知らされた。われわれは彼らの
当面の目標，すなわち援助の目標として，彼らの社会的
自立は就労自立を中心にするが，つまり働くことを中心
に考えるが，彼らがただ働くということだけで，社会的
自立か成立するのではなく，就労を具体的に支える日常
生活の自立や，精神面の自立かあってはじめて全体とし
て，社会的自立か構成されると考えるにいたったj7}と
述べている。そして，養護高齢児の自立に深く関与する
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生活行為能力として， i就労自立能力j，i日常生活能力j，
「人間関係能力j，i精神的文化的生活能力」の四つを提
案している。
同センターはこのように自立概念を細分化し，その細
分化した自立概念、に基づいた各自立能力を尺度化し， そ
れを養護高齢児に適用している。ここでは，生活者とし
ての養護高齢児か，各自立能力をト ータルにバランスよ
く高めていくことを，自立援助の一つの目的と捉えてい
ると理解できる。このように細分化した自立概念を，統
合的・全体的に捉え，それを社会的自立として位置付け
ようとする考え方は， これまで社会福祉でいわれてきた
ホリスティック・アプロ ーチ，あるいは岡村かいう全体
性の原理等と共通した見方である。つまり，岡村か「社
会福祉の援助や問題把握においては，個人の生活上の要
求を個々に引きはなしてみたり，また，単一の要求充足
のみを重視することは誤りである。たとえば経済的安定
さえあれば，他の生活要求は不要であるというような経
済至上主義の人間観にはくみしないのであるj8)と述べ
ているように，生理的，心理的，経済的，文化的，社会
的存在といわれる人聞は，生活の中でその基本的要求を，
トー タルに充足する必要がある。そして人間か自ら日常
生活の中で， このような多様な要求を充足していく過程
は，まさに社会的自立過程と捉えることができ，社会福
祉実践はその充足過程にかかわる援助であると理解でき
る。
また時実利彦は，我々人聞は，単に生理的 ・本能的に
「生きている姿Jに加え，心理的，精神的，社会的，文
化的に 「うまく」かっ「よく 」いきていく姿を統合して
生活しており，人間らしい脳の働きともいえる新皮質系
の機能が，より人間としての行動を意味付けているとい
う9)。つまり，本能的ともいえる「たくましく」生きて
いくことを基盤に，学習した適応行動ともいえる「うま
く」生きていくこと，社会的，道徳的にみて 「よく」生
きていくことが，その必要条件といえる。これはまさに
人間の自立条件として，置き換えて考えることができ，
抽象的ではあるが，自立ということばを最も端的に，か
っ簡潔に説明したものといえよう。
自立を以上のように捉えるとするならば， これは人間
行動の基礎をなすものであり，とりわけ属人的要素の強
い社会福祉実践の本質的課題である。したがって，社会
的，精神的自立を目標とした援助活動は，社会福祉実践
の根幹をなすものといえよう。
本稿では，自立論そのものを論ずることを意図してい
ないので， これ以上の論及は避けるか， これまで述べて
きたように，全体的 ・統合的視点から，つまり経済的，
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精神的，社会的，文化的等多様な自立を考えてし1く立場
を取るものであり，そうした多様な自立を養護高齢児か，
自ら成就していくことか可能となるような環境を保障す
る社会制度の在り方，いわば自立援助にかかわる制度的
側面の在り方を中心に論じていくものとする。
il.自立援助対策の方向性
1 .養護施設の三つの方向
養護問題の量的質的変化に伴い，また社会福祉施策の
中での入所施設の位置づけの変化に伴い，今日養護施設
の将来像に関する議論か盛んである。これら論議の中で
は共通して，養育ニーズの多種 ・多様化 ・複合化およひ
その質的変化かあげられ，現在の社会的ニーズに適応し
たサービス提供の一翼を担うことか養護施設に期待され
ている。それに伴い， 一部の養護施設において新たなる
事業である，1ひきこもり ・不登校児童福祉対策j，1父
子家庭等児童夜間養護事業(トワイライトステイ事業)j， 
「母(父)子家庭等養育支援事業(ショートステイ事業)j
等が既に開始されている。
このような新たなるサービスの供給という方向性とあ
いまって，養護施設そのものの在り方を根本的に改革し
ようという方向性も散見される。これは大きく 3つの方
向に整理できる。第一の方向は，1養護ホーム」の提案
にみられるような施設の再編成である。これは，養護施
設入所児童のもつ問題の多様化に伴い，養護施設，教護
院および情緒障害児短期治療施設に入所している児童か，
質的に差異がなくなりつつある状況の中で， これら施設
に乳児院を加え， 4つの施設を統合化し，各施設がそれ
ぞれの児童のニーズに適応したいくつかの専門ホームを
設置するというものであるlヘこの専門ホームの中には，
高齢児の社会的自立を目的とした自立援助ホームが具体
的にあげられている。平成4年度の新規事業としてあげ
られている養護施設分園型自活訓練事業〈ファミリーホー
ム)は， この先行例としてあげることができょう。これ
はイキ、リスにおけるバーナード・ホームの 116歳以上の
子どもたちのための家Jと共通した考え方である 1)。
第二は，全国社会福祉協議会制度検討特別委員会によ
り出された専門店方式(専門分化〉であるl九これは児
童のもつ多様なニーズを，それぞれの養護施設か分担し
合い，各々の養護施設が専門的な特徴あるサーヒスを提
供する方式である。ここにおいても養護高齢児の自立援
助を目的とした自立援助的ホームが具体的にあけられて
いる。その対象児童が明確には規定されていないか， こ
れまで民間団体によるボランタリー精神に基づいて行わ
れてきた，いわゆる自立援助ホームを，その先行例とし
、
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てあげることかでき，そこにおける対象児と同質の者と
なることか予想できょう。つまり中卒て就職を余儀なく
された者か，養護施設退所後において，独居生活にはい
る前のワンク y ションとして，自立援助ホームて就職 ・
経済的自立を図りなから，社会的自立課題を獲得するこ
とがその目的といえる。先に述へたファミリーホームか
主として高校生を対象としているのに対し， このホーム
は，中卒児を主にその対象としている。
第三の方向は，同しく全社協か提示しているテノぞー ト
方式であるl九 これは，児童のもつ多種・多様なニース
を分類することなく， これら児童を統合して受け入れよ
うとするやり方てある。専門庖方式か都市型施設たとす
れは， このデパート方式は，主として，施設数の少ない
地方に適し， 一施設か多様な専門サーヒスを提供する統
合的施設であるといわれている。
以上これからの養護施設の在り方として具体的に提示
されている 3つの方向性について紹介してきたか， これ
らを養護高齢児の自立援助との関連で検討すれは，自立
援助機能を現状の措置体系の中に組み込んでいこうとす
る方向性が，明確に示されていることである。
2. パーマネンシープランニングと自立援助
アメリカでは， 1980年に制定された養子縁組およひ児
童福祉法に基づき，現在の養護システムか確立されたと
いえる。その法律の意義は，それまでの里親制度に依存
しすぎていた状況を反省し，養護児童に対しては，その
永続的生活の場として最適であると考えられる家庭復帰
を第一に考え，家族援助の在り方をその法律の中で明確
に位置付けたこと，また家族援助にもかかわらす家庭復
帰か不可能な児童に対しては，養子縁組を提供すること
を明文化したことである。つまり代替 ・一時的と考えら
れる養育里親や入所施設への措置はできるたけ避け，養
護児童に対しては，早期に永続的に暮らしていける生活
の場を提供していこうとする方針か明確に打ち出された。
この方針はパーマネンシー・プランニンクと呼はれ，養
護システムにおいて定着してきた。そして入所施設の主
たる対象は，原則的に養護児童の中でも中・高生の行動
上あるいは情緒的問題をもっ児童に限定されている。
こうした状況の中で，近年入所児童の高年齢化か顕著
となり，それに伴い入所児童の退所計画にも変化かみら
れるようになった。その結果，それまでの家庭復帰を主
眼においた援助目標から，自立生活を目標としたものへ
の関心が高まっているlり。 この変化により各入所施設に
おいては，入所児童の社会的自立に向けた新たなるプロ
グラムの展開が要請されるようになってきている。これ
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をパーマネンシー ・プランニン夕、との関連てみれは，養
護高齢児の中でも入所施設で生活している者は，家庭復
帰や養子縁組か困難となる可能性か高く，彼/女らの永
続的な生活の場は入所施設となる確立か高い。したかつ
て，各入所施設においては，彼/女らの退所後の生活，
すなわち独居生活を見据えた長期的な援助計画に基づい
た援助か提供されなけれはならないことになる。
このような状況の中で，社会的自立を目的とした具体
的プログラムか，各種研究機関によって開発され，それ
らの機関と提携している各入所施設において， そのプロ
クラムか具体的に実施されつつある。たとえは，ニュー
ヨーク州のワ イオミンク協議会の児童ホ ーム (The
Children's Home of Wyomlng Conference)では，
提携先の研究機関により開発された職業探求プログラム
(Vocatlonal Exploration Program)が適用さ れて
いるl心。 このプログラムは，主に次の 3点から成り立っ
ている。
①包括的な生活技能 (LifeSkllls)訓練およひ職業
訓練プログラムの実施
具体的には，以下のようなサービスを行うこと。
a. 地域社会における雇用の場に関する情報提供。
b. 自立生活と就職前準備に関する個々別の活動お
よび集団活動の場の提供。具体的には，家計，
買い物，住宅，雇用，各種サービス等申請方法，
履歴書の書き方r 保健サービス，栄養およびコ
ミュニテイ資源に関する教育や話し合し、。
c.熟練および非熟練双方の雇用の場での職業前訓
練の提供。
②雇用確保と自立生活という目標達成に向けた現実的
な施策の展開。
③退所後地域社会に十分に適応できるような援助の提
供。
このプログラムは二段階に分かれている。第一段階は
生活技能訓練であり，最低6週間をかけて延べ60時間の
時聞が費やされる。第二段階は就職前訓練であり，養護
高齢児が選択した職種に基づいて， 4週間から10週間を
かけて平均80時間が費やされる。いずれの段階において
も，自立援助専門の職業カウンセラ ーによってプログラ
ムが提供される。対象児童は14歳以上であり，第二段階
では，実施時期に15歳になっていることがその条件となっ
ている。
アメリカのヒユーロン青少年サ ー ビス (Huron
Services for Y outh， 1969年設置)では，カウンティ
あるいは州の社会サービス局あるいは精神保健局，およ
び少年裁判所から送致されてくる青少年に対し，自立援
(4) 
助プロ グラムを提供しているlヘこのサービスの利用者
の多くは虐待された経験や，精神的問題，およひ非行経
験等をもっている。この機関から提供される自立援助プ
ロクラムは， スーノマーヴァイズド ・インディペンテント ・
リヒング・オリエンテーション (SupervisedInde-
pendent Llving Orientatlon) (以下， SILO)と，スー
ノマーウァイズト ・インティペンデント・リビング(以下，
SIL)に分かれている。 SILOはスーパーヴァイズを受
けながら独居生活を行うSILへの準備段階である。
表 lは， SILOの各段階における彼/女らの果たすべ
き義務を主として示したものである。ここでは就職を継
続し，消灯時聞を守り， 1週間のスケジュールを提出し，
1日1回SILOワーカーとミーテイングをすることか求
められている。次第に構造化・規定化されていない段階
へと移行し，最終的にSILに移行することとなる。
SILOでは，彼/女らの自主性を尊重する一方で， その
職員か常に彼/女らを観察し，自立過程をモニタリング
するということか求められている。
彼/女らにとって大切なことは，社会的自立過程にお
いて，何らかの危機的状況に置かれた時に，身近に相談
援助を受けることのできる者か常に存在していることで
ある。それを社会的に保障していくことが， このプログ
ラムの目的である。このように構造化されたプログラム
か客観化され，確立されると，彼/女らは段階が進行す
るにつれ，自分自身の生活に対してプライドをもつよう
になり，それが社会生活における自信につながっていく。
各段階ごとに，彼/女らと機関とか文書上で契約を結び，
彼/女らが守るべきこと，あるいは遂行事項，および機
関か彼/女らの要求に応じて提供できるサービス内容が
明確にされる。契約内容は，できるだけ現実的で具体的
で，かっ詳細で、なければならないとされている。表 1に
あるスポット ・チェックとは， SILOスタッフが，彼/
女らと共に行う自立過程における評価測定である。ここ
では彼/女らがその評価値を意識化することが重要であ
るとしている。
以上のような多様な自立援助プログラムは，要養護児
童の受け皿として養護施設が主流を占めているわが国の
養護施設界においては参考にすべき点が多い。
IV.社会的自立援助の体系化に向けて
1 .自立援助の構成要素
高齢児の自立援助について論じる時，重要な基本的要
素として，①児童の生活拠点，②制度的保障内容，③援
助形態，④援助内容，の4つをあげることができる。
児童の生活拠点とは，自立援助を受ける際，彼/女ら
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表 1 スーパーヴァイズト ・インディペンテント ・リヒンク・オリエンテーション・プロクラム (SILO)
第 1段階 第2段階 第3段階
就寝 ???
?
?
?
???
?
? ? ?
??????
??
??
? ?? ???〉? ?
?
? ?
???
?
??? ?
?
?
?
、
?
日曜日から木曜日は午後11時
金曜日と土曜日は午前O時
日曜日から木曜日は午後1時
金曜日と土曜日は午前1時
日々の接触
(クライエントは直接ワー
カーと接触しなければなら
ない。)
毎日 1日おき
1週間に 2回
( 2日は連続しないこと)
毎週ワーカーにスケジュー|仕事，学校，定期的活動に I1週間の仕事に関するスケ
1週間のスケジュール表 |ノレを提出。 1週間のすべて |関する 1週間のスケ、ンュー |シュールを提出。
の活動をこれに記載。 Iル提出。
?
働
プログラム開始後30日以内 |仕事の継続。失業した場合|仕事の継続。失業 した場合
に仕事を得ること。他の仕|は第1段階へ。 Iは第 l段階へ。
事先か確定するまで仕事を
辞めてはいけない。失業し
た場合， SILチームの調査
結果に基づいて，プロクラ
ム解除となる。
次の段階に移行する以前に SILOチームの推薦による。 SILOチームの推薦による。
仕事を安定すること。
SILOチームの推薦に基つ、
いて次の段階に移行。
SILワーカーは 1週間に数
回，スポット ・チェックを
行う。スポット ・チェック
はホーム，学校，雇用先で
次の段階への移行について
スポット・チェック
イ丁つ。
が生活する場所であり，具体的には，養護施設，自立援
助専門施設(自立援助ホーム，養護施設分園型自活訓練
事業におけるファミリ ーホーム等)，自宅，職場の寮，
アパート等か考えられる。
制度的保障内容とは，その自立援助をどういった制度
的枠組みの中で行い，職員，建物，および援助の際に要
する費用等を，いかに保障していくかということである。
自立援助活動を支える極めて基礎的な要素であるか，十
分にそうしたことか保障されてきたとはいえない。たと
えば，いわゆる自立援助ホームは， これまで民間団体に
よる自主的な活動に大きく依存しながらも，その活動の
意義か社会的に認知されてきた。しかしながら，国によ
るその財政的運営保障は不十分な状況で，各自治体によ
る経費補助も非常に格差があり，その運営費の大部分を
自主財源に依存している。そうした制度的保障の未確立
は，この活動が量的にも質的にも不十分にもかかわら
ず17に社会的にその改善かなされず，それか普及してこ
なかった大きな原因とな ってきた。こうした意味におい
て，今後の自立援助活動の活性化かこのことに大き く左
右されるといっても過言てはない。この制度的保障を，
具体的にあげれば，自立援助を現行の措置制度の中で行っ
ていくのか，それとも自立援助独自の措置 ・措置費体系
を構築するのか，措置外の予算によ って行うのか，さら
には全く独自に行うのかなど，措置との関係をいかに柔
軟かっ多様に考え，財政的保障を裏付けるかということ
である。また援助のどの部分を，とのような制度的保障
体系の中に組み込むのかといったことも考える必要かあ
ろう。
援助形態とは運営形態てあり，自立援助に携わる職員
の体系，およびその職員のかかわり方を意味する。これ
まで各養護施設は独自に，措置継続や再措置の活用，あ
るいは措置解除後 ・措置停止後の退所高齢児に対する相
談援助により， 自立援助を行ってきたが，それにかかわっ
ている職員は，決してその自立援助に専門的にかかわっ
(5) 
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ている職員ではなく，入所児童全体に本来かかわってい
る職員がこれをを行ってきた。自立援助は，その性格上，
職員か片手間てできるものではなく， こうした状況か続
く限り，養護施設はこれに消極的にならざるを得ない。
特に現在の措置体系の中で，在所中の児童の社会的自立
を目的としたファミリーホームにおいては，その点か自己
慮される必要かある。措置の継続中に早期に自立援助を
行おうとする本制度は，対症療法的なこれまでの自立援
助活動からみれは，画期的なことであるが，少なくとも
専任の指導員の確保が必要である。
援助内容とは，実際にどのような目標を設定し，どの
ような援助を行うかということである。援助は，直接的
援助に限らず，相談援助からプロクラム研究 ・開発まで，
広範囲に考える必要かある。 一般に養護施設における自
立援助活動は，個々の職員の主観的判断，およひかかわ
りによってなされてきた面か多分にある。こうした方法
では， 1人の職員かケースを抱え込む可能性か高く，養
護施設の職員としてのかかわりではなく，私人としての
かかわりとなり，その職員のホランティア精神に大きく
依存することになる。これを回避するためには援助内容
をある程度，客観化・科学化するとともに，援助にかか
わる専任職員が必要である。この客観化・科学化作業に
おいて，フ。ログラムの研究・開発機能が非常に大切であ
る。
2.児童の生活拠点、とその援助機能
前述の構成要素のうち最も重要なものは生活の基本と
もなる生活拠点てある。養護高齢児の場合， これが必ず
しも保障されていない。そこで本稿では児童の生活拠点
を基盤に，自立援助機能について検討を行う。
自立準備段階に入った児童の生活拠点としては，以下
のようなものが考えられる。
A:一般養護施設(主として出身養護施設)
B:施設が積極的にかかわっている施設近在のアパー
ト・寮等
C:自立援助を目的とした専門施設(たとえば自立援
助ホーム)
D:自宅あるいは施設が積極的に関与していないアパー
ト・寮等
以上のような4つの拠点において児童は生活し，そこ
で個々の状況に適応した援助を受けることになる。各拠
点における児童と制度との関係は，措置継続，再措置，
措置の一時停止，措置解除のいずれの状況も考えられる。
また，各拠点で、遂行される一般的援助機能は，拠点とい
う枠の中に包含されるとすると， これ以外に自立援助を
(6) 
考える際に特に留意すべき機能として，以下のようなも
のが考えられる。
E:退所時期において， A， B， C， Dのいずれの拠
点を選択すべきなのかを判断する機能。
EE:自立準備の円環から脱出し，完全な自立へ向け
て歩みだせるかどうかを判断する機能。 「ノー 」
と判断された場合，再びEに戻る。
F:一時的な宿所提供機能あるいは里帰り的機能。
G:最終段階期での総合的援助。
これらを図式化したものが図 1である。なお，図中で
は，拠点を四角で囲み機能を丸で囲んでいる。援助拠点
の流れを説明すると，退所時期を迎えた児童は， E機能
で継続的援助か必要とされた場合， AからDの拠点のい
ずれでそれを行うかが決定される。自立の準備かほぼ整
っており，継続的援助はあまり必要でないとされると，
EEの段階にすぐ移動する。各拠点では，自立準備の達
成度によって，下方への移動が行われることはあるが，
原則的には上方への移動は行われない。また必要に応じ
てF機能が活用されることになる。
自立状況がどの程度であるかは必要に応じてEE機能
で測定され，拠点の移動等が検討されるが，ほぼ自立か
達成されたと判断されると， E機能からEE機能の円環
を脱出し，本格的に自立への道を歩み始めることになる。
この円環から脱出した者は，自立へ向けての最終段階に
入る。ここでの生活拠点はDと同じく，自宅やアパート，
寮などとなる。 G機能を担う施設や機関は，受動的な立
場にあり，児童の主体的利用に任される。児童によって
は， F機能を求める者も考えられる 18)。
3.自立生活支援センター構想
社会福祉実践は，個人と社会制度・社会資源との社会
関係にその援助対象を見い出すことができる。社会関係
とは，個人が社会生活の基本的ニーズを充足するために
社会制度との聞に取り結ぶ関係である。その関係か個人
の側，つまり主体的側面からみてうまく機能していない
場合，その関係を調整したり，あるいは，個人の基本的
ニ-ーズを充足するための社会制度そのものが存在しない
場合には，新たな制度・資源を創り出すように働きかけ
たりすることが，社会福祉の援助機能である。養護高齢
児の自立援助においても， こうした考え方に基づき，彼
/女らが，社会生活上のニーズに適応した社会関係を形
成・維持できるように，側面的に援助していくことが肝
要である。
自立援助過程において，養護高齢児がもっている社会
生活上のニーズは，決して狭義の社会福祉制度との社会
-21 -
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自立に向けての処遇の流れ
にしている。またイキリスにおけるワクナ一報告も 「青
少年に必要なこととして，多くの場合，自立の喜ひを感
じさせなくする孤立に対抗するために， ・・・・・何ら
かのサポー トを提供することかあげられるJ20)と指摘し
ている。
一方，我々が行った調査においては21)，退所した養護
高齢児の保護者的存在である養護施設との関係の希薄化
傾向か明らかとなった。とりわけ，児童自身に何等かの
問題がある場合にこのような傾向がより顕著である。表
2から表4はそれを示すものである。
こうした状況を改善するために，養護高齢児に対して
は，社会的に集中的，かっ積極的にかかわる必要かある。
そして彼/女らか，社会生活上の基本的ニーズを社会関
係の中でより円滑に充足できるように，インフォーマル
なネ ソトワークを基盤にしつつも，
ワークを意図的に形成してし、かなけれはならない。この
ことについて牧里は， I福祉問題をかかえた場合には，
これらの生活危機への対処機制の準備ができないまま，
ネットワークも減少，弛緩，解体する傾向かある。つま
り， パーソナル・ネ ットワークをみずから形成できなく
なったり，困難となるために，第三者の介入か必要とな
フォーマルなネット
関係でのみ充足されるものではなく，雇用，住宅，教育，
医療，保健制度等多様な制度との社会関係，およびこう
した社会制度の実施機関である社会資源との相互関係か
必要である。ところが，養護施設を退所した高齢児は，
社会制度・社会資源の認知度か極めて低く，退所児童へ
の援助は， 一部の養護施設職員の善意に依存している状
況である。そのため退所した養護高齢児すべてに適切に
かかわるには限界がある。また養護施設自体も，社会制
度 ・社会資源に関する情報を把握しているとはいえない。
このような状況の中で，インフォーマルな関係も期待で
きない退所高齢児は，社会的にも孤立化する傾向にあり，
生活における様々な危機的場面にうまく対処できないこ
とが多い。
牧里は 「ヒューマン・ネットワークが安定的に機能し
ていれば，当事者の問題解決能力，いいかえれば自立す
る力も高いか， ・・・・・ニードが未充足なまま生活問
題〈困難)か慢性化したり，重篤化するにつれて，自然、
発生的に形成されてきた旧ヒューマン ・ネットワークは，
正比例的にやせ細り縮小していく。これは援助を求めて
いる人の孤立化 ・孤独化を意味するJω というように，
孤立化 ・孤独化と，人間の対処 ・自立力の関係を明らか
図1
， 
• ， 
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表2 退所時の児童問題×退所後の施設との交流 (Nニ 299)
よく来所・ たまに来所・ 全く音沙汰な 通信でのやりと 特定の職員と
わからない 合計
通信ある 通信ある し、 りだけはある のみ交流
心身上 3 21 28 2 56 
問題あり (5.4) (37.5) (50.0) (3.6) (1.8) (1.8) (100.0%) 
心身上 32 112 68 12 15 4 243 
問題なし (13.2) (46.1) (28.0) (4.9) (6.2) (1.6) (100.0%) 
合計
35 133 96 14 16 5 299 
(11. 7%) (44.5%) (32.1%) (4.7%) (5.4%) (1. 7%) (100.0%) 
行動上 6 18 34 3 2 64 
問題あり (9.4) (28.1) (53.1) (4.7) (3.1) (1.6) (100.0%) 
行動上 29 115 62 1 14 4 235 
問題なし (12.3) (48.9) (26.4) (4.7) (6.0) (1. 7) (100.0%) 
合計
35 133 96 14 16 5 299 
(11.7%) (44.5%) (32.1%) (4.7%) (5.4%) (1. 7%) (100.0%) 
表3 転退職の有無×退所後の施設との交流 (N=259) 
よく来所・ たまに来所・ 全く音沙汰な 通信でのやりと 特定の職員と
わからない 合計
通信ある 通信ある し、 りだけはある のみ交流
有り
1 59 42 5 9 2 128 
(8.6) ( 46.1) (32.8) (3.9) (7.0) (1.6) (100.0%) 
無し
18 40 7 4 6 。 75 
(11.1) (53.3) (9.3) (5.3) (8.0) (0.0) (100.0%) 
わからない 3 19 30 G 3 56 
(5.4) (33.9) (53.6) (1.8) (0.0) (5.4) (100.0%) 
合計
32 118 79 10 15 5 259 
(12.4%) (45.6%) (30.5%) (3.9%) (5.8%) (1.9%) (100.0%) 
表4 退所年齢×退所後の施設との交流 (N =299) 
よく来所・ たまに来所・ 全く音沙汰な 通信でのやりと 特定の職員と
わからない 合計通信ある 通信ある りだけはある のみ交流
15歳
21 95 71 8 1 3 209 
(10.0) (45.5) (34.0) (3.8) (5.3) (1.4) (100.0%) 
3 12 1 
~ 。 。 27 16歳
(11.1) (44.4) (40.7) (0.0) (3.7) (0.0) (100.0%) 
17歳
2 7 4 。 15 
(13.3) (46.7) (26.7) (0.0) (6.7) (6.7) (100.0%) 
18歳 9 19 10 6 3 48 
以上 (18.8) (39.6) (20.8) (12.5) (6.3) (2.1) (100.0%) I 
合計
35 133 96 14 16 5 299 
(11.7%) (44.5%) (32.1%) (4.7%) (5.4%) (1.7%) (100.0%) 
(8) 
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図 2 自立生活支援センター構想図
るのであるJ22)と，個人のネッ トワーク形成過程におけ
る，専門家による援助の必要性を指摘している。
ところで， このようなネッ トワークの推進を誰か主体
となって行うのか。最終的には彼/女自身に責任かある
とはいえ，現実にはそれを後方からあるいは側面的に支
援する社会的システムか必要であることはいうまでもな
い。すなわち， このネッ トワーク形成機能を誰か担い，
一貫して責任をもつのかといった大きな課題かある。現
状のままの養護施設かこれを引き受けるには， これまで
検討してきたようにおのずと限界かある。そこで考えら
れる方向性とは，各養護施設かそうした限界性を自ら認
識し，養護高齢児の社会的自立という目標を達成するた
めに，必要となる新たなるフ。ログラムや彼/女らの社会
関係形成過程にかかわる新たな社会資源を養護施設内外
に創り出し，多様な社会資源と協働して，総合的かっ一
貫性と整合性をもって援助していくことである。
先に指摘したように，自立援助過程においてはその児
童に対し，全体的視点か必要であり，児童の側からみた
様々な社会制度との社会関係がうまく機能し，かっ児童
を取り巻くネットワークを意図的に形成していく必要か
ある。そのためには当然、多様な機能を果たすための事業
プログラムと支援拠点か必要となる。 ここで求められる
機能は，相談援助機能，生活援助機能および研究開発機
能の大きく 3つである。また，支援拠点を仮に「自立生
活支援センター」とし，図2に示すような概念図を考え
fこ。
相談援助は広範囲にわたる児童の生活上の相談に応し
ることを主たる機能としている。また相談援助機能とし
て独自に機能するだけでなく，当然のことなから生活援
助機能の遂行の中でも並行的に機能するものである。こ
の相談の一部は，施設職員をはしめとする専門家のみな
らす，施設を既に退所し自立生活を行っている者による
ピアカウンセリンクやセルフヘルプ ・カウンセリンクと
して行うことも考えられる。
生活援助機能は，主に研究開発機能において考えられ
た自立援助プログラムの内容を実施するものである。具
体的には，宿所提供サーヒス，通所援助サービス，およ
ひアウトリーチサービスの 3つのサービスから成り立っ
ている。さらに下位に自立援助ホーム， レスピ y ト(リ
スパイト)ケア，生活援助事業か位置つけられている。
レスピノトケアとは， 一時的・代替的ケアという意味以
外に， レスピ y トには，休息という意味かあり，養護高
齢児にとっての一時的休息のためのサーヒスとして捉え
ることかできょう。その中には，緊急保護を主たる機能
とする一時保護，自立援助ホームにおける宿所提供機能
のみを取り出したと考えられるホステル，施設内の特定
の機能提供を主たる機能とする一時利用事業， これは例
えば，施設内の宿泊場所や食事の提供，指導員による相
談援助等か考えられる。以上の事業を，高齢児の状況に
合わせてノマノケージ化し，提供することか求められる。
〆
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それを行う際に中心となる者としては，専任の自立生活
指導員あるいは自立援助相談員か考えられる。
なおこの概念図は，具体的拠点を示しているのではな
く，あくまでも自立援助過程において，必要と考えられ
るサービス機能を示すものである。したがって， この図
に示すような各機能の一部を担う複数のセンタ ーやホー
ムの設置ということも考えられる。当然のことなから，
既存の養護施設か，事業の一環としてこれら機能の一部
を担うことも考えられる。
v.おわりに
養護問題への対応策としての養護施設は，非常に多く
の貢献をしてきたにもかかわらず，里親委託方式あるい
は家庭復帰中心主義の前に，必ずしも相応の評価をされ
てこなかった。しかしなから，現実には戦後あれほどま
でに評価されてきた里親委託は，少なくとも数の上では
進展してきたとはいえないし，今後もそのような状況は
続くものと思われるω。
一方，年少時における家庭復帰はともかく，高校生前
後での家庭復帰は，その後の進学継続状況等に明らかな
ように，多くの場合うまくいっているとはいし1かたい状
況にある O すなわち，中学卒業以降に措置解除となる児
童については，家庭復帰か否かを問わず，社会的関心か
必要であるということである。
里親や家庭復帰への過剰な幻想は，措置解除後の社会
生活に疲弊している児童への現実的な関心を弱体化させ
る。社会福祉の援助は，理想社会の形成に向けての援助
であるばかりでなく，今ここにいる生活困難を抱えた人
たちの人権保障に向けての援助である。養護高齢児の置
かれている生活状況を考えたとき， このことを改めて肝
に命ずる必要を痛感する。
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Summary 
The maln objective of social work practlce for youth in residential care is to develop thelr ability of 
independent living to prepare for their hves after dlscharging from Children's Homes.On the other hand， 
the cびnceptsof independence are varlously mentioned from the viewpoint of social work. 
The residential youth must attain tasks of various independence in their llves， for example， spirltual 
independence， financial independence， social independence and so on. Therefore， hrst， we pOlnt out the 
framework of social care system to support their independent h ving， and analyze the place in support 
system of independent li ving. 
Second we propose the Center for Supporting Independent Living which has many functlons to support 
their independent livlng toward establishing social care system for them. 
、 、，?
?
??
??， ?、
